




























































釈を真っ向から変更することはできず，第 2 次安倍内閣も「新 3 要件」を設定した部分的容認とせ
ざるを得なかった。
　この問題が，2015 年 6 月 4 日の憲法審査会で取り上げられた。集団的自衛権の部分的な行使容
認について質問された長谷部恭男早稲田大学教授，小林節慶応大学名誉教授，笹田栄司早稲田大学
教授はいずれも「憲法違反」だと証言し，ほとんどの憲法学者もこの立場を共有した。朝日新聞ア
ンケートによれば，122 人のうち憲法違反としたもの 104 人，違憲の可能性があるとしたもの 15





（４）　1960 年 3 月 31 日，参院予算委員会。
（５）　「安全保障の法的基盤に関する 従来の見解について」は http://www.kantei.go.jp/jp/singi/anzenhosyou2/dai4/
siryou.pdf を参照。
（６）　『朝日新聞』2015 年 7 月 11 日付。
安倍政権と安保法制・憲法・外交・基地問題（五十嵐仁）
47
憲法違反 132 人，疑いがある 12 人，疑いはない 4 人という結果であった（７）。






























（８）　『西日本新聞』2015 年 6 月 20 日付。
（９）　『毎日新聞』2015 年 10 月 7 日付。
（１０）　『毎日新聞』2016 年 9 月 26 日付。
（１１）　『毎日新聞』2016 年 9 月 28 日付。

















して狙われた。2001 年に発生した 9.11 同時多発テロがその典型的な事例である。この事件によっ















（１３）　イラクとアフガン戦争の帰還兵は 200 万人以上で，ランド研究所によるとうち 60 万人が PTSD などを患って
いる。退役軍人とその家族でつくる団体「全米イラク・アフガニスタン帰還兵」（IAVA）によれば 1 日平均 22 人
以上の退役軍人が自殺しているという。




入学」ではないかとの批判を浴びて後景に退き，憲法審査会も 15 年 6 月以来，「開店休業」状態が
続いた。9 条改憲論についても世論の反対が強く，さし当りの課題とはなっていない。








　このほか，第 18 条（いかなる奴隷的拘束も受けない）や第 97 条（人権の永久不可侵規定）の削




















おり，その枠内での改憲であったことを忘れてはならない。第 79 条は第 1 条と第 20 条に定められ
ている諸原則に抵触するような改正は許されないとし，人間の尊厳，人権，民主的かつ社会的連邦

































　安倍首相は 2015 年 9 月に集団的自衛権の行使容認を含む安保法を成立させ，それ以前に行った









う呼ばれてきた。これまで 2000 年 10 月に第 1 次，2007 年 2 月に第 2 次，そして 2012 年 8 月に第
3 次と 3 回出されているが，とりわけ注目されたのが 3 回目のレポートである。







































対する支援である。2016 年 11 月 4 日，政府はマレーシアに対して大型巡視船 2 隻を供与する方針
を固めた。これは中国の海洋進出に対抗する南シナ海沿岸国支援の一環だとされている。マレーシ
（１８）　2013 年（平成 25 年）1 月の所信表明演説。
（１９）　「総理大臣の外国訪問一覧（2006（平成 18）年 1 月から 2016（平成 28）年 9 月まで）。http://www.mofa.
go.jp/mofaj/kaidan/page24_000037.html 参照。
































（２１）　他国軍隊との軍事協力は日米間だけに限られない。2016 年 11 月，航空自衛隊は青森県三沢基地でイギリス空
軍との共同訓練を実施し，稲田防衛大臣も視察に訪れた。航空自衛隊がアメリカ以外の国と国内で訓練するのは初
めてのことである。










































えた。バングラデシュでは，昨年 10 月に 1 人，今年 7 月に 7 人の日本人が殺されるという事件が
起きている。


























（２４）　その結果，日本における報道の自由度は年々後退している。国際 NGO「国境なき記者団」によれば 2016 年
のランキングは前々年の 59 位，前年の 61 位から後退し，180 カ国中 72 位となった。
